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２１年度
(実績)

・協働のまちづくり計画策定委員会を設置して、協働のまちづく
り計画(指針・推進計画)を作成した。しかしながら、地域づくり
協議会の構築には至らなかった。

効
果

歳入（

歳出（

関係例規等 名称 地域担当職員規則 改正時期

２０年度
(実績)

・地域審議会において「協働のまちづくり」について提案
・単一集落では立ち行かなくなっている。協働に対する住民の
意識が醸成されていない等の現状で集落に配置しても効果は
薄く、計画の再構築のため地域担当職員は配置せず。

効
果

歳入（

歳出（

１９年度
（実績）

・地域担当職員の配置（9地区、18名）
・地域担当職員が、4地区、10回の会議等に参加し、地域と行
政が情報を共有し、共に地域課題に取り組む協働のまちづくり
を推進した。

効
果

歳入（

歳出（

１８年度
（実績）

・駐在員会議、地域審議会をそれぞれ開催し、地域担当職員
制度について検討。
・9月からモデル地区（5地区）に試験的に地域担当職員（10名）
を配置し、平成19年度からの本格的実施に向けて検証を行な
い、問題を解消した。

効
果

歳入（

歳出（

１７年度
（実績）

・まちづくり懇談会、駐在員会議、地域審議会をそれぞれ開催
し、地域担当職員制度を検討。
・平成19年度から本格的に制度導入することを決定。

効
果

歳入（

歳出（

年度 実施内容・予定時期 効果額合計( 0

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

① 目標 　地域担当職員の導入

② 期待され
    る効果

・地域住民と行政の協働。
・地域と行政が情報を共有化することで活力ある地域づくりを進めることができる。

③ 必要性
　　問題点

・町民と行政の協働を目指す上で、地域と行政のパイプ役として必要である。
・地域担当職員の勤務形態などが問題点としてある。
・地域づくりへの取り組みを、どのようにして広めるか。

④ 対象 管理職

⑤ 手段

19 年 度
計画見直し 計画どおり 計画どおり 計画見直し 計画見直し

B B
達 成 年 次 平 成実 績 評 価

B Ａ Ａ

平 成 19 年 度
検討 試行 実施 再検討 －

経過・現状
・地域担当職員の導入について検討。

（H17.4.1現在）

推　　　     進
スケジュール

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
目 標 年 次

重 点 項 目 町民活動への支援

取 組 項 目 地域担当職員の導入

基 本 方 針 町民との協働に向けた環境づくり

行財政改革実施計画・行動計画票
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担 当 課 名 まちづくり推進課

実施済み


